農地法第４条・第５条の許可申請について(農地転用）

南箕輪村農業委員会

農地を住宅や駐車場、資材置場等、農地以外のものに転用する場合は、農地法第４条又は第５条の許可が必要となります。一時的に資材置場や現場事務所として利用する場合も許可が必要です。許可を受けずに行った行為は、その効力は生じないものとされており、そのため仮に住宅用に田畑の売買契約を結んで代金を支払ったとしても、農地法の許可がなければ所有権移転登記をすることはできません。
　農地所有者自らが転用する場合は、農地法第4条許可申請、他所有者の農地を取得して転用する場合や、賃借権、使用貸借権を設定して転用する場合は、農地法第5条許可申請となり、整理すると下記のようになります。

土地の権利移動を伴わない転用の許可 …………第４条許可
[bookmark: bookmark3][bookmark: bookmark4][bookmark: bookmark5]土地の権利移動を伴う転用の許可 …………第５条許可

４条許可を受けようとする場合は、農地転用を行おうとする人が、５条許可を受けようとする場合は、農地等を譲り渡す人（又は貸し渡す人）と譲り受けて（又は借り受けて）農地転用を行おうとする人が農地転用許可申請書に連署して、その農地等のある市町村の農業委員会に申請します。


〇 転用許可基準
農地転用許可基準は、次の2つに大別され、「立地基準」と「一般基準」の両方を満たす必要があります。
◆ 立地基準 ◆	
申請に係る農地を営農条件及び周辺の市街地化の状況から見て区分し、その区分に応じて許可の可否を判断する基準
	農地区分
	該当する農地
	許可方針

	第３種農地
	市街地の区域内又は市街地化の傾向が著しい区域内にある農地
	原則許可

	第２種農地
	市街化が見込まれる区域内にある農地や、市街地に近接する孤立小団地の農地
	他の土地に立地困難な場合は許可

	第１種農地
	集団的に存在している農地や、土地改良事業等の公共投資の対象となった農地
	原則不許可（ただし、市街地に設置することが困難な施設を設置する場合等、例外的に認められる場合有り）

	農用地区域内
農地
	市町村が定める農業振興地域整備計画において農用地区域に指定された区域内の農地（いわゆる青地）
	原則不許可



◆ 一般基準 ◆
農地転用の確実性や周辺農地等へ被害等を予防する措置の妥当性などを審査する基準
立地基準を満たしていても、次の場合に該当するときは許可になりません。
① 転用を行うのに必要な資力及び信用があると認められない場合
② 申請に係る農地の転用行為の妨げとなる権利を有する者の同意を得ていない場合
③ 許可を受けた後、遅滞なく、申請に係る用途に供する見込みがない場合
④ 転用事業の施行に関して行政庁の免許、許可、認可等の処分を必要とする場合において、処分がなされない場合や、処分の見込みがない場合
⑤ 申請地に係る農地と一体として申請に係る事業の目的に供する土地を利用する見込みがない場合
⑥ 申請農地の面積が事業の目的からみて適正と認められない場合
⑦ 申請に係る事業が土地の造成のみを目的とするものである場合
⑧ 農地転用することにより、土砂の流出や崩壊、災害を発生させるおそれがあると認められる場合
⑨ 農業用用排水施設の機能に支障を及ぼすおそれがある場合、
⑩ 周辺の農地に支障を及ぼすおそれがあると認められる場合
⑪ 仮設工作物の設置等、一時的に農地を農地以外のものに使用する場合において、確実に農地に復旧される見込みがない場合

[bookmark: _GoBack]なお、南箕輪村は長野県から権限移譲を受けているため、転用する農地の面積が４ha以下の申請については農業委員会長が、４haを超える申請については県知事が許可権者となっています。（※農業委員会の意見書添付・農林水産大臣への協議が必要）

〇許可申請にあたって確認が必要なもの
農地転用許可基準以外にも様々な注意点がありますので、申請を行う際に次の点についても確認をお願いします。
(1) 許可を受ける者と土地の権利を取得する者、転用事業を行う者の一致 
農地転用許可制度では、「許可を受ける者」「土地の権利を取得する者(５条許可の場合)」「実際に転用事業を行う者」は全て一致していなければなりません。そのため、次のような場合については審査の対象としません。
【例】ア．父が自己所有の農地について転用許可を受け、子が住宅を建てる場合。
イ．夫が農地を取得し、妻が住宅を建てる場合。
ウ．会社の社長個人が農地を取得し、会社が工場を建てる場合。
[bookmark: bookmark10][bookmark: bookmark6][bookmark: bookmark7][bookmark: bookmark8](2) 農地転用許可を要しないもの
① 自作農地を次のアまたはイの目的で転用する場合は農地法第４条の例外として、農地転用許可を要しないことになっています。ただし、『農地法第４条の規定による農地を耕作または養畜のための農業用施設に供することの届書』の提出が必要となります。　※ 農振農用地区域内農地の場合は農用地区域軽微変更手続きが必要になります。
ア．農業用水路、農地への進入路、農地の擁壁等、農地の保全や利用増進によるもの
イ．自身の農業用施設の敷地とする場合で、転用面積が200 ㎡未満の場合



　　  ② 認定農業者が地域計画区域内の農地を地域計画に記載された農業用施設)に供する場合(２ａ未満の制限なし)
　　　　 上記以外に国、都道府県による地域振興及び農業振興上の必要性が高いと認められる施設、電気事業者による送電用電気工作物、認定電気通信事業者による有線電気通信施設等が許可を要しないものに該当します。
（3) 農業者年金の受給者
経営移譲年金又は特例付加年金を受給している方の世帯で、受給者名義の
農地を転用しようとする場合、経営の移譲を受けた後継者が申請者でない
場合は年金受給に影響が生じますので、あらかじめ農業委員会事務局にご
相談ください。

申請から許可までの手続きの流れ

農地転用関係の事務に係る標準的な事務処理期間（申請書受付から許可等の処分の決定）は、農林水産省の事務処理要領で５週間とされています。南箕輪村農業委員会においても申請受付から許可の決定までを定められた期間で行うよう努めております。
ご相談から許可申請・許可書交付までの流れは以下のとおりです。
申請についての
確認・事前相談
農業委員会事務局へお越しいただく等、申請前にご相談をお願いします。なお、申請地が地域計画区域内の場合、農地転用の申請前に、「地域計画の変更申出」の手続きが必要となります。



農業委員会事務局窓口または村ウェブサイトより申請書を入手し、ご記入いただきます。なお、記入に当たっては、別紙の記入例をご参照ください。
許可申請書は農業委員会が定める様式をお使いください。申請内容に応じて添付していただく書類が異なりますので、別紙の必要書類書類等一覧表をご覧になり、必要書類を入手してください。

申請書の記入及び
必要書類の入手






申請書提出前の再確認
記入漏れや必要書類の不足がある場合は、受理できないため、申請前にもう一度、記入例や必要書類をご確認ください。



農業委員・農地利用最適化推進委員は、総会での審議時に申請者に代わって内容を説明する役割を担うため、申請農地の地区担当委員に申請内容を説明し、十分な理解を得る必要があります。あらかじめ事務局にて担当委員を確認し、担当委員に事前連絡した上で訪問してください。
担当委員には申請書の写し一式を提出し、申請に至った経緯や申請内容などを詳しく説明してください。（必要に応じて担当委員と一緒に現地確認をお願いします。）

地区担当委員
への説明
・
確認書署名依頼








許可申請書
の提出
必要な書類をすべて揃えたうえで毎月２０日までに農業委員会事務局窓口へ直接提出してください。電子メール及び郵送による提出は、受け付けておりません。
不備がある場合は受理することが出来ませんので余裕をもって提出をお願いします。

申請に疑義が生じる場合などについては、本人の意思に基づくものか確認するために本人確認をさせていただく場合があります。






申請書の記載内容に漏れがないか、許可基準に適合するか等を審査し、必要に応じて申請者に確認いたします。また、必要に応じて申請地の状況を調査します。
申請書類審査





申請日翌月の農業委員会の定例総会において、許可・不許可の意思決定を行います。
農業委員会定例
総会での審議



　　　　　　　　　　　転用面積が3,000㎡以下の案件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

転用面積が3,000㎡を超える案件
営農型太陽光発電施設にかかわる案件許可書の交付
農業委員会事務局から許可の連絡をいたしますので、事務局へ受領にお越しください。

南信地区常設審議会意見聴取



 県常設審議会
意見聴取


申請内容によりご注意いただく事例
 
転用事業の内容によって、ご注意いただく内容は以下のとおりです。

●貸施設 
貸施設を目的とした転用の場合、次表の方針により対応することとされています。
	内容
	住宅
	店舗
	事務所
	倉庫
	工場
	資材置場
	 駐車場
	運動施設遊技場

	方針
	◎
	□
	□
	□
	□
	×
	□
	□


◎……農地転用許可基準により審査する。
□……農地転用許可基準によるほか、貸施設の取扱方針に基づく審査を行うものとする。
×……審査の対象としない。

●５条申請による山林転用 
次のような場合で、山林経営が確実で他への変更のおそれのないものについては、審査の対象とします。
ア．離農者の跡地を、残っている農家が譲り受けて山林にする場合。
イ．周囲の山林所有者が譲り受けて、自己所有の山林と一体として経営する場合。

●一時転用 
一時的な利用に供するための転用で、利用期間内に確実に農地に復元されると認めれ、設定される権利が、賃借権、使用貸借権等の使用収益を目的とする権利である場合に許可されます。農振農用地であっても許可される場合がありますが、期間の最長は許可後３年間となります。なお、農振農用地以外の土地を選定することが困難又は不適当と認められ、地元に反対がないことも許可の条件となります。
なお、次のような申請は、転用許可基準に抵触するため審査の対象としません。
ア．農振除外申出中の農地を、先行して利用しようとする場合
イ．利用期間の安易な延長や、反復・継続しての利用が見込まれる場合

●計画変更申請 
農地転用許可を受けながら転用事業が完了していない土地について許可を受けた方とは別の方が転用しようとする場合や、共同で事業を行う人の追加・変更をする場合は、農地転用申請と同時に、転用事業者等を変更する旨の『計画変更申請書』を提出していただくことになります。 
計画変更申請する農地の所在地や転用事業の内容によっては、許可を受けられない場合がありますので、農業委員会事務局へ事前に相談をお願いします。

●別荘・レクリエーション施設
別荘施設への転用は、原則として許可されません。レクリエーション施設については、特定個人の利用を目的とした施設や、同種の施設で代替しうるか、又は充分に利用される見込みのない施設は審査の対象としません。

＜違反転用＞
次のいずれかの事例は、違反転用に該当し、土地の農業上の利用の確保及び他の公益並びに関係人の利益を衡量して特に必要があると認めるときは、許可の取消し・条件変更・工事停止命令・原状回復命令等の行政処分を行うことがあります。
・許可を受けずに、農地を転用したり、転用目的で農地等の権利を取得・移転した場合
・転用許可に付した条件に違反した場合
・偽りその他不正の手段により転用許可を受けた場合　　
※違反行為について工事等の行為を請け負った者又はその下請人も処分対象となります。
南箕輪村農業委員会事務局
〒399-4511　長野県上伊那郡南箕輪村4825番地１
電話：0265-72-2176
問い合わせ先



